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国民健康保険特別会計予算の概要
（国民健康保険特別会計）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 1 1 1 一般被保険者療養給付経費 保険年金課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 4,784,873,000 4,784,873,000 4,548,616,197

５年度 4,883,753,000 4,883,753,000 4,758,677,381

増減額 △ 98,880,000 0 0 0 △ 98,880,000 △ 210,061,184

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 4,548,616,197

計 4,548,616,197

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金 4,548,616,197

地方債

その他

一般財源

次年度精算額

4,548,616,197

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 1 3 1 一般被保険者療養経費 保険年金課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 34,071,000 34,071,000 33,015,428

５年度 35,417,000 35,417,000 31,062,357

増減額 △ 1,346,000 0 0 0 △ 1,346,000 1,953,071

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 33,015,428

計 33,015,428

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金 33,015,428

地方債

その他

一般財源

次年度精算額

33,015,428

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 2 1 1 一般被保険者高額療養経費 保険年金課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 709,318,000 709,318,000 688,510,288

５年度 691,518,000 △ 492,000 691,026,000 681,777,189

増減額 17,800,000 0 0 492,000 18,292,000 6,733,099

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 688,510,288

計 688,510,288

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金 688,510,288

地方債

その他

一般財源

次年度精算額

688,510,288

科　目

科　目

科　目

〔事業概要〕
　一般被保険者の医療機関受診に対する診療報酬の支払いを行う。

〔事業実績等〕
  保険年金課国民健康保険係　２（１）のとおり（Ｐ１０５）
　医療費適正化のため、ジェネリック医薬品の利用促進、加入時の資格確認の徹底、
脱退時の保険証回収、レセプト点検、不当利得の代理受領の促進による返還請求に努
めた。被保険者数の減少により、診療報酬費が減少した。

〔事業概要〕
　一般被保険者の柔道整復師による施術、治療用装具の製作などに対する保険者負担
分を給付する。

〔事業実績等〕
　保険年金課国民健康保険係　２（１）のとおり（Ｐ１０５）
　被保険者数は減少したものの、一人当たり医療費が増加したため、金額は増加し
た。

〔事業概要〕
　一般被保険者の医療機関の受診等による自己負担金の支払いが高額となった場合
に、世帯の所得状況などにより定められた自己負担限度額を超える額を高額療養費と
して給付する。

〔事業実績等〕
　保険年金課国民健康保険係　２（５）のとおり（Ｐ１０６）
　被保険者数は減少したものの、一人当たり医療費が増加したため、金額は増加し
た。
　限度額認定証の発行について勧奨を行い、現物給付による利便性の向上に努めた。
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（国民健康保険特別会計）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 4 1 1 出産育児一時金支給経費 保険年金課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 36,016,000 36,016,000 15,989,444

５年度 38,016,000 38,016,000 26,356,000

増減額 △ 2,000,000 0 0 0 △ 2,000,000 △ 10,366,556

節の内訳 金　額

委託料 6,300

負担金補助及び交付金 15,983,144

計 15,989,444

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金

地方債

その他 10,655,429

一般財源 5,334,015

次年度精算額

15,989,444

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 5 1 1 葬祭費支給経費 保険年金課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 7,500,000 7,500,000 5,100,000

５年度 7,500,000 7,500,000 5,700,000

増減額 0 0 0 0 0 △ 600,000

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 5,100,000

計 5,100,000

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金

地方債

その他

一般財源 5,100,000

次年度精算額

5,100,000

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 6 1 1 結核・精神医療給付金支給経費 保険年金課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 7,997,000 100,000 8,097,000 8,022,756

５年度 7,256,000 485,000 7,741,000 7,740,359

増減額 741,000 100,000 0 △ 485,000 356,000 282,397

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 8,022,756

計 8,022,756

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金 8,022,756

地方債

その他

一般財源

次年度精算額

8,022,756

科　目

科　目

科　目

〔事業概要〕
　被保険者が出産した場合、一児につき５０万円（産科医療補償制度未加入医療機関
の場合は４８．８万円）の出産育児一時金を支給する。

〔事業実績等〕
　保険年金課国民健康保険係　２（６）のとおり（Ｐ１０６）
　出産育児一時金の支給により、被保険者の経済的負担を軽減し、安心して出産でき
る環境を提供した。また、直接支払制度、受領委任払制度の活用により、医療機関で
の窓口払いの負担軽減を図ることができた。

〔事業概要〕
　被保険者が亡くなった場合、葬祭執行者に対して、１件につき５万円の葬祭費を支
給する。

〔事業実績等〕
　保険年金課国民健康保険係　２（６）のとおり（Ｐ１０６）
　葬祭費用の一部を支給することで、葬祭執行者の負担を軽減することができた。

〔事業概要〕
　通院による結核医療の適用を受ける住民税非課税の者又は通院による精神医療の適
用を受ける住民税非課税の者に対し、医療費の自己負担の軽減を行う。

〔事業実績等〕
　保険年金課国民健康保険係　２（６）のとおり（Ｐ１０６）
　結核・精神医療に係る自己負担額を軽減することで、安定・安心した医療受診の確
保を提供することができた。
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（国民健康保険特別会計）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 1 1 1 一般被保険者医療給付費分納付金経費 保険年金課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 1,747,647,000 1,747,647,000 1,747,646,973

５年度 1,854,742,000 1,854,742,000 1,854,741,700

増減額 △ 107,095,000 0 0 0 △ 107,095,000 △ 107,094,727

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 1,747,646,973

計 1,747,646,973

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金

地方債

その他

一般財源 1,747,646,973

次年度精算額

1,747,646,973

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 2 1 1 一般被保険者後期高齢者支援金等分納付金経費 保険年金課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 606,721,000 606,721,000 606,720,409

５年度 618,750,000 618,750,000 618,749,802

増減額 △ 12,029,000 0 0 0 △ 12,029,000 △ 12,029,393

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 606,720,409

計 606,720,409

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金

地方債

その他

一般財源 606,720,409

次年度精算額

606,720,409

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 3 1 1 介護納付金分納付金経費 保険年金課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 209,875,000 209,875,000 209,874,595

５年度 224,138,000 224,138,000 224,137,745

増減額 △ 14,263,000 0 0 0 △ 14,263,000 △ 14,263,150

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 209,874,595

計 209,874,595

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金

地方債

その他

一般財源 209,874,595

次年度精算額

209,874,595

科　目

科　目

科　目

〔事業概要〕
　東京都が国民健康保険の財政運営の責任主体として、都内全体の医療費を推計し、
保険給付に必要な財源を各区市町村に「国民健康保険事業費納付金」として割り当て
る。市はその納付金を納付することとなり、そのうち、一般被保険者の医療給付費分
として算定された納付金を計上するもの。

〔事業実績等〕
　東京都に医療給付費分納付金を納付することで、医療費給付の安定化が図られた。

〔事業概要〕
　東京都が国民健康保険の財政運営の責任主体として、都内全体の医療費を推計し、
保険給付に必要な財源を各区市町村に「国民健康保険事業費納付金」として割り当て
る。市はその納付金を納付することとなり、そのうち、一般被保険者の後期高齢者支
援金等分について計上するもの。

〔事業実績等〕
　後期高齢者医療制度に対し、いわゆる現役世代から支援することにより、増加する
高齢者の負担軽減が図られ、どの世代にあっても切れ目なく安心して医療を受けられ
るよう制度維持の一端を担うことができた。

〔事業概要〕
　東京都が国民健康保険の財政運営の責任主体として、都内全体の医療費を推計し、
保険給付に必要な財源を各区市町村に「国民健康保険事業費納付金」として割り当て
る。市はその納付金を納付することとなり、そのうち４０歳から６４歳までの被保険
者が負担することとされている介護納付金分について計上するもの。

〔事業実績等〕
　介護納付金を支払うことにより、適切な介護サービスの提供を受けられるよう制度
維持の一端を担うことができた。
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（国民健康保険特別会計）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　            　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

5 1 1 1 特定健康診査・特定保健指導事業経費 健康課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 110,511,000 219,000 110,730,000 84,014,067

５年度 112,590,000 112,590,000 83,840,363

増減額 △ 2,079,000 219,000 0 0 △ 1,860,000 173,704

節の内訳 金　額

報酬 1,656,489

371,584

338,286

旅費 51,587

928,450

2,667,420

委託料 76,397,126

負担金補助及び交付金 1,603,125

計 84,014,067

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金 23,060,000

地方債

その他 60,954,067

一般財源

次年度精算額

84,014,067

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

5 2 2 1 データヘルス計画推進事業経費 保険年金課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 10,694,000 10,694,000 8,424,416

５年度 15,347,000 15,347,000 12,483,636

増減額 △ 4,653,000 0 0 0 △ 4,653,000 △ 4,059,220

節の内訳 金　額

委託料 8,424,416

計 8,424,416

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金 8,424,416

地方債

その他

一般財源

次年度精算額

8,424,416

科　目

科　目

〔事業概要〕
　高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、４０歳以上の被保険者を対象として、
特定健康診査を実施し、生活習慣病の早期発見、予防につなげるとともに、リスクの
ある方に対して保健指導を実施することにより、生活習慣の改善や疾病対策の意識付
けを行った。

〔事業実績等〕
　健康課健康づくり係　４（６）のとおり（Ｐ２１９）

〔事業概要〕
　あきる野市データヘルス計画に基づき、医療費適正化や健康寿命の延伸等を目的
に、糖尿病性腎症重症化予防事業、生活習慣病治療中断者への受診勧奨事業、多受診
者指導事業及び健診異常値未治療者への受診勧奨事業を実施する。

〔事業実績等〕
　保険年金課国民健康保険係　７のとおり（Ｐ１０７）
　糖尿病性腎症重症化予防事業等の保健事業の実施により、対象者の適正な受診や生
活習慣などの行動変容に結びつけることができた。
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後期高齢者医療特別会計予算の概要
（後期高齢者医療特別会計）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　 　　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 1 1 1 葬祭費支給経費 保険年金課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 39,250,000 3,450,000 250,000 42,950,000 42,950,000

５年度 39,200,000 5,100,000 44,300,000 42,150,000

増減額 50,000 △ 1,650,000 0 250,000 △ 1,350,000 800,000

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 42,950,000

計 42,950,000

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金

地方債

その他 42,950,000

一般財源

次年度精算額

42,950,000

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 1 1 1 広域連合分賦金経費 保険年金課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 2,491,032,000 62,888,000 2,553,920,000 2,550,443,945

５年度 2,330,496,000 58,541,000 2,389,037,000 2,383,530,097

増減額 160,536,000 4,347,000 0 0 164,883,000 166,913,848

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 2,550,443,945

計 2,550,443,945

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金

地方債

その他 2,550,149,363

一般財源 294,582

次年度精算額

2,550,443,945

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

4 1 1 1 健康診査事業経費 健康課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 87,915,000 87,915,000 86,529,162

５年度 83,272,000 83,272,000 82,662,954

増減額 4,643,000 0 0 0 4,643,000 3,866,208

節の内訳 金　額

報酬 627,439

14,080

需用費 683,482

役務費 1,681,319

委託料 83,522,842

計 86,529,162

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金

地方債

その他 86,529,162

一般財源

次年度精算額

86,529,162

科　目

科　目

科　目

〔事業概要〕
　被保険者が亡くなった場合、葬祭執行者に対して、１件につき５万円の葬祭費を支
給する。

〔事業実績等〕
  保険年金課後期高齢者医療係　６のとおり（Ｐ１１２）
　葬祭費を支給することで、葬祭執行者の負担を軽減することができた。

〔事業概要〕
　後期高齢者医療制度運営に伴い、保険料、療養給付費等の負担金を後期高齢者医療
広域連合に納付する。

〔事業実績等〕
　保険料等負担金　 　　　　 １，３６１，６９６，１８２円
　療養給付費負担金       　　 　８４９，０３７，３１５円
　事務費負担金　　　　　       　 ４２，９３９，８１４円
　保険基盤安定負担金　　      　２１６，０１３，６７６円
　保険料軽減措置負担金　      　  ８０，７５６，９５８円

　東京都後期高齢者医療広域連合に分賦金を納付することで、後期高齢者に対する医
療給付の安定化が図られた。

〔事業概要〕
　高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、７５歳以上の方を対象に後期高齢者医
療広域連合が実施する健康診査事業を受託して実施し、生活習慣病の早期発見及びＱ
ＯＬ(生活の質)の維持･確保を図った。

〔事業実績等〕
　健康課健康づくり係　４（７）のとおり（Ｐ２１９）
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1

7 報償費

8

10

11 役務費

計

（後期高齢者医療特別会計）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　 　　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

4 1 1 2 保健事業と介護予防の一体的実施事業経費 健康課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 1,422,000 1,422,000 1,119,687

５年度

増減額 1,422,000 0 0 0 1,422,000 1,119,687

節の内訳 金　額

報酬 994,200

90,000

旅費 25,404

需用費 6,341

3,742

計 1,119,687

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金

地方債

その他 1,119,687

一般財源

次年度精算額

1,119,687

科　目

〔事業概要〕
　令和元年に成立した健康保険法等改正法により、市町村が中心となって高齢者の保
健事業と介護予防の一体的な実施を推進するための体制整備等が示された。７５歳以
上のあきる野市民の医療、健診、介護の状況を整理・分析して高齢者の心身の多様な
課題に対応した取組を実施し、疾病（重症化）予防、健康づくり及び介護予防の更な
る推進を図ることを目的に実施した。

〔事業実績等〕
　健康課健康づくり係　１２のとおり（Ｐ２２５）
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18

次年度精算額

計

18

次年度精算額

計

18

次年度精算額

計

介護保険特別会計予算の概要
（介護保険特別会計） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 1 1 1 居宅介護サービス給付経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 2,291,431,000 △ 53,250,000 2,238,181,000 2,153,996,094

５年度 2,132,820,000 49,000,000 2,181,820,000 2,092,958,238

増減額 158,611,000 △ 102,250,000 0 0 56,361,000 61,037,856

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 2,153,996,094

計 2,153,996,094

財源内訳 金　額

国庫支出金 488,037,433

都支出金 287,768,089

地方債

その他 1,378,190,572

一般財源

2,153,996,094

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 1 3 1 地域密着型介護サービス給付経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 678,303,000 △ 43,400,000 634,903,000 586,958,021

５年度 580,800,000 18,500,000 599,300,000 579,693,564

増減額 97,503,000 △ 61,900,000 0 0 35,603,000 7,264,457

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 586,958,021

計 586,958,021

財源内訳 金　額

国庫支出金 136,543,983

都支出金 75,231,222

地方債

その他 375,182,816

一般財源

586,958,021

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 1 5 1 施設介護サービス給付経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 3,261,581,000 60,000,000 3,321,581,000 3,259,649,658

５年度 3,170,640,000 △ 35,000,000 3,135,640,000 3,056,016,772

増減額 90,941,000 95,000,000 0 0 185,941,000 203,632,886

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 3,259,649,658

計 3,259,649,658

財源内訳 金　額

国庫支出金 587,617,152

都支出金 570,689,734

地方債

その他 2,101,342,772

一般財源

3,259,649,658

科　目

科　目

科　目

〔事業概要〕
　介護保険制度において、訪問介護、訪問入浴などの訪問系サービス、通所介護や通
所リハビリテーションの通所系サービス、短期入所生活介護などのショートステイの
サービスなど、要介護者が在宅を中心として利用するサービスに対して給付を行っ
た。

〔事業実績等〕
　訪問介護　　　　　　　 287,462,659円
　訪問入浴介護　　　　　  33,145,593円
　訪問看護　　　　　　 　206,868,445円
　訪問リハビリテーション  78,065,727円
　通所介護　　　　　　　 419,745,407円
　通所リハビリテーション 444,016,396円
　福祉用具貸与　　　　　 200,173,909円
　短期入所生活介護　　　 158,984,151円
　短期入所療養介護　　　　12,129,268円
　居宅療養管理指導　　　　64,235,588円
　特定施設入居者生活介護 249,168,951円

〔事業概要〕　
　介護保険制度において、認知症の要介護者が住み慣れた地域を離れずに受けられる
地域密着型の介護サービスとして、グループホームで行われる認知症対応型共同生活
介護や小規模な通所介護などの地域密着型サービスの利用に対して給付を行った。

〔事業実績等〕
　認知症対応型共同生活介護　　　　 134,137,471円
　地域密着型介護老人福祉施設　　　  93,874,563円
　認知症対応型通所介護　　　　　　　25,383,300円　
　小規模多機能型居宅介護　　　　　　38,579,231円
　地域密着型通所介護　　　　　　　 294,194,355円
  定期巡回・随時対応型訪問介護看護 　　789,101円　

〔事業概要〕
　介護保険制度において、要介護者が特別養護老人ホームなどに入所し、利用する
サービス(介護、リハビリ等)について給付を行った。

〔事業実績等〕
　介護老人福祉施設　 1,854,018,594円
　介護老人保健施設　 1,167,377,783円
　介護療養型医療施設　     970,993円
　介護医療院　　　　　 226,089,830円
　特定診療費　　　　　　  　93,870円
　特別診療費　　　　　　11,098,588円
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18

次年度精算額

計

18

次年度精算額

計

18

次年度精算額

計

（介護保険特別会計） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 1 7 1 居宅介護福祉用具購入経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 8,517,000 8,517,000 7,659,643

５年度 8,580,000 8,580,000 7,444,252

増減額 △ 63,000 0 0 0 △ 63,000 215,391

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 7,659,643

計 7,659,643

財源内訳 金　額

国庫支出金 1,781,862

都支出金 981,746

地方債

その他 4,896,035

一般財源

7,659,643

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 1 8 1 居宅介護住宅改修経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 21,553,000 21,553,000 17,478,183

５年度 16,200,000 625,000 16,825,000 16,749,856

増減額 5,353,000 △ 625,000 0 0 4,728,000 728,327

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 17,478,183

計 17,478,183

財源内訳 金　額

国庫支出金 4,065,948

都支出金 2,240,203

地方債

その他 11,172,032

一般財源

17,478,183

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 1 9 1 居宅介護サービス計画給付経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 337,538,000 337,538,000 328,182,899

５年度 321,300,000 321,300,000 314,831,658

増減額 16,238,000 0 0 0 16,238,000 13,351,241

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 328,182,899

計 328,182,899

財源内訳 金　額

国庫支出金 76,345,153

都支出金 42,063,657

地方債

その他 209,774,089

一般財源

328,182,899

科　目

科　目

科　目

〔事業概要〕
　介護保険制度において、要介護者が安心して在宅で生活できるように、腰掛便座
(ポータブルトイレ)、入浴補助具などの福祉用具の購入に対して年間１０万円を限度
に給付を行った。

〔事業実績等〕
　居宅介護福祉用具購入費 7,659,643円

〔事業概要〕
　介護保険制度において、要介護者が安心して在宅で生活できるように、住まいの段
差の解消、手すりの取付けなどの小規模な住宅改修に対して２０万円を限度に給付を
行った。

〔事業実績等〕
　居宅介護住宅改修費 17,478,183円

〔事業概要〕
　介護保険制度において、要介護者が在宅生活を継続するため、本人、家族、サービ
ス提供事業者と連携し、適切かつ効果的にサービスを受けられるように、利用者の心
身の状態に合った介護サービスをいつ、どれだけ利用するかを決める計画(ケアプラ
ン)を介護支援専門員(ケアマネジャー)が作成する経費について給付を行った。

〔事業実績等〕
　居宅介護サービス計画費 328,182,899円
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18

次年度精算額

計

18

次年度精算額

計

18

次年度精算額

計

（介護保険特別会計） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 2 1 1 介護予防サービス給付経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 93,027,000 5,100,000 △ 171,000 97,956,000 94,367,529

５年度 93,110,000 △ 5,500,000 87,610,000 82,377,391

増減額 △ 83,000 10,600,000 0 △ 171,000 10,346,000 11,990,138

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 94,367,529

計 94,367,529

財源内訳 金　額

国庫支出金 21,393,501

都支出金 12,596,172

地方債

その他 60,377,856

一般財源

94,367,529

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 2 3 1 地域密着型介護予防サービス給付経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 7,133,000 171,000 7,304,000 7,303,078

５年度 5,160,000 1,250,000 6,410,000 5,567,726

増減額 1,973,000 △ 1,250,000 0 171,000 894,000 1,735,352

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 7,303,078

計 7,303,078

財源内訳 金　額

国庫支出金 1,698,914

都支出金 936,046

地方債

その他 4,668,118

一般財源

7,303,078

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 2 5 1 介護予防福祉用具購入経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 1,635,000 1,635,000 1,122,596

５年度 1,680,000 1,680,000 1,348,637

増減額 △ 45,000 0 0 0 △ 45,000 △ 226,041

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 1,122,596

計 1,122,596

財源内訳 金　額

国庫支出金 261,148

都支出金 143,885

地方債

その他 717,563

一般財源

1,122,596

科　目

科　目

科　目

〔事業概要〕
　介護保険制度において、予防訪問看護や予防訪問リハビリテーションなどの訪問系
サービス、予防通所リハビリテーションの通所系サービス、予防短期入所生活介護な
どのショートステイのサービスなど、要支援者が在宅を中心として利用するサービス
に対して給付を行った。

〔事業実績等〕
　介護予防訪問看護　　　　　　　 17,431,076円
　介護予防訪問リハビリテーション　9,253,786円
　介護予防通所リハビリテーション 33,670,363円
　介護予防福祉用具貸与　　　　　 18,294,244円
　介護予防短期入所生活介護　　　　　899,996円
  介護予防短期入所療養介護　　　　　 92,910円
　介護予防居宅療養管理指導　　　　4,045,082円
　介護予防特定施設入居者生活介護 10,680,072円

〔事業概要〕
　介護保険制度において、要支援者が住み慣れた地域を離れずに受けられる地域密着
型の介護予防サービスとして、介護予防小規模多機能型居宅介護の利用に対して給付
を行った。

〔事業実績等〕
　介護予防小規模多機能型居宅介護 　7,303,078円

〔事業概要〕
　介護保険制度において、要支援者が安心して在宅で生活できるように、腰掛便座
(ポータブルトイレ)、入浴補助具などの福祉用具の購入に対して年間１０万円を限度
に給付を行った。

〔事業実績等〕
　介護予防福祉用具購入費  1,122,596円
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18

次年度精算額

計

18

次年度精算額

計

18

次年度精算額

計

（介護保険特別会計） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 2 6 1 介護予防住宅改修経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 9,499,000 9,499,000 7,858,282

５年度 10,800,000 10,800,000 9,274,608

増減額 △ 1,301,000 0 0 0 △ 1,301,000 △ 1,416,326

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 7,858,282

計 7,858,282

財源内訳 金　額

国庫支出金 1,828,070

都支出金 1,007,207

地方債

その他 5,023,005

一般財源

7,858,282

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 2 7 1 介護予防サービス計画給付経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 19,007,000 1,300,000 20,307,000 20,097,143

５年度 18,060,000 18,060,000 17,779,401

増減額 947,000 1,300,000 0 0 2,247,000 2,317,742

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 20,097,143

計 20,097,143

財源内訳 金　額

国庫支出金 4,675,197

都支出金 2,575,879

地方債

その他 12,846,067

一般財源

20,097,143

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 4 1 1 高額介護サービス経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 180,932,000 7,000,000 187,932,000 183,262,266

５年度 174,700,000 4,450,000 179,150,000 175,782,158

増減額 6,232,000 2,550,000 0 0 8,782,000 7,480,108

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 183,262,266

計 183,262,266

財源内訳 金　額

国庫支出金 42,632,282

都支出金 23,488,978

地方債

その他 117,141,006

一般財源

183,262,266

科　目

科　目

科　目

〔事業概要〕
　介護保険制度において、要支援者が安心して在宅で生活できるように、住まいの段
差の解消、手すりの取付けなどの小規模な住宅改修に対して２０万円を限度に給付を
行った。

〔事業実績等〕
　介護予防住宅改修費 7,858,282円

〔事業概要〕
　介護保険制度において、要支援者が自立した生活を営むことができるよう支援する
ことを目的として、本人、家族、サービス提供事業者と連携し、適切かつ効果的に
サービスを受けられるように、利用者の心身の状態に合った介護予防サービスをい
つ、どれだけ利用するかを決める計画(ケアプラン)を介護支援専門員(ケアマネ
ジャー)が作成する経費について給付を行った。

〔事業実績等〕
　介護予防サービス計画費 20,097,143円

〔事業概要〕
　介護保険サービスの利用による自己負担が月単位において高額となった場合に、自
己負担の軽減を図る目的から自己負担限度額を超える額を高額介護サービス費として
給付した。

〔事業実績等〕
　高額介護サービス費 183,262,266円
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18

次年度精算額

計

18

次年度精算額

計

18

次年度精算額

計

（介護保険特別会計） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 5 1 1 高額医療合算介護サービス経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 22,641,000 1,760,000 24,401,000 23,640,930

５年度 21,996,000 400,000 22,396,000 22,320,997

増減額 645,000 1,360,000 0 0 2,005,000 1,319,933

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 23,640,930

計 23,640,930

財源内訳 金　額

国庫支出金 5,499,587

都支出金 3,030,091

地方債

その他 15,111,252

一般財源

23,640,930

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 6 1 1 特定入所者介護サービス経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 155,511,000 155,511,000 146,716,974

５年度 162,000,000 162,000,000 150,577,241

増減額 △ 6,489,000 0 0 0 △ 6,489,000 △ 3,860,267

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 146,716,974

計 146,716,974

財源内訳 金　額

国庫支出金 27,121,305

都支出金 25,084,205

地方債

その他 94,511,464

一般財源

146,716,974

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 1 1 1 介護予防・生活支援サービス事業経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 102,701,000 9,600,000 112,301,000 108,065,232

５年度 101,174,000 800,000 101,974,000 100,231,460

増減額 1,527,000 8,800,000 0 0 10,327,000 7,833,772

節の内訳 金　額

負担金補助及び交付金 108,065,232

計 108,065,232

財源内訳 金　額

国庫支出金 41,818,144

都支出金 13,637,468

地方債

その他 52,609,620

一般財源

108,065,232

科　目

科　目

科　目

〔事業概要〕
　医療及び介護に係る自己負担のさらなる軽減を図るため、同一世帯で医療と介護の
両制度を利用した場合、年単位で合算した額の合計が自己負担限度額を超える場合
に、当該自己負担限度額を超える額について、高額医療合算介護サービス費として給
付した。

〔事業実績等〕
　高額医療合算介護サービス費 23,640,930円

〔事業概要〕
　施設において自己負担となる食費及び居住費について、低所得者に対して自己負担
の限度額を設け、これを超える部分については、特定入所者介護サービス費として介
護保険から給付することにより利用者の負担軽減を図った。

〔事業実績等〕
　特定入所者介護サービス費 146,716,974円

〔事業概要〕
　介護予防・日常生活支援総合事業において、第１号通所事業を実施した。

〔事業実績等〕
　第1号訪問事業費　　      　　　14,837,257円
　第1号通所事業費　　      　　　93,110,669円
　高額総合事業サービス費       　　　30,154円
　高額医療合算総合事業サービス費     87,152円
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12

次年度精算額

計

12

次年度精算額

計

10

12

次年度精算額

計

（介護保険特別会計） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 1 1 2 通所型サービスC事業経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 4,500,000 △ 3,167,000 1,333,000 978,000

５年度 7,203,000 △ 4,467,000 2,736,000 2,736,000

増減額 △ 2,703,000 1,300,000 0 0 △ 1,403,000 △ 1,758,000

節の内訳 金　額

委託料 978,000

計 978,000

財源内訳 金　額

国庫支出金 230,218

都支出金 123,420

地方債

その他 624,362

一般財源

978,000

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 1 2 1 介護予防ケアマネジメント事業経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 12,680,000 1,000,000 13,680,000 12,430,978

５年度 12,600,000 600,000 13,200,000 12,557,260

増減額 80,000 400,000 0 0 480,000 △ 126,282

節の内訳 金　額

委託料 12,430,978

計 12,430,978

財源内訳 金　額

国庫支出金 2,926,205

都支出金 1,568,748

地方債

その他 7,936,025

一般財源

12,430,978

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 2 1 1 介護予防把握事業経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 203,000 203,000 123,387

５年度 223,000 223,000 122,072

増減額 △ 20,000 0 0 0 △ 20,000 1,315

節の内訳 金　額

需用費 50,083

委託料 73,304

計 123,387

財源内訳 金　額

国庫支出金 29,045

都支出金 15,571

地方債

その他 78,771

一般財源

123,387

科　目

科　目

科　目

〔事業概要〕
　介護予防・日常生活支援総合事業において、通所型サービスＣ事業を実施した。

〔事業実績等〕
　高齢者支援課高齢者支援係　１６(２)ウのとおり（Ｐ２０７）

〔事業概要〕
　介護予防・日常生活支援総合事業において第１号訪問事業、第１号通所事業又は通
所型サービスＣのみを利用する者を対象とした、介護予防プランの作成に係る事業を
行った。

〔事業実績等〕
　介護予防プラン作成委託料　12,430,978円

〔事業概要〕
　要介護状態等となるおそれの高い状態にあると認められる方を、認定申請や介護予
防につなげることで、介護状態の予防及び悪化防止を図ることを目的に、後期高齢者
医療健康診査の対象者に事業利用を推奨した。

〔事業実績等〕
　高齢者支援課高齢者支援係　１６（１）のとおり（Ｐ２０６）
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12

次年度精算額

計

1

3

4

8 旅費

10

計

12

18

次年度精算額

計

（介護保険特別会計） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 2 1 2 介護予防普及啓発事業経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 12,414,000 △ 1,110,000 11,304,000 10,073,650

５年度 11,699,000 356,000 12,055,000 10,757,875

増減額 715,000 △ 1,466,000 0 0 △ 751,000 △ 684,225

節の内訳 金額

委託料 10,073,650

計 10,073,650

財源内訳 金　額

国庫支出金 2,371,299

都支出金 1,271,261

地方債

その他 6,431,090

一般財源

10,073,650

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 2 1 3 地域介護予防活動支援事業経費（地域イキイキ元気づくり事業） 健康課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 11,707,000 595,000 12,302,000 12,241,067

５年度 10,939,000 10,939,000 10,328,717

増減額 768,000 595,000 0 0 1,363,000 1,912,350

節の内訳 金　額

報酬 10,210,200

職員手当等 868,320

共済費 806,151

142,139

需用費 214,257

計 12,241,067

財源内訳 金　額

国庫支出金 2,881,499

都支出金 1,544,782

地方債

その他 7,814,786

一般財源

次年度精算額

12,241,067

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 2 1 4 地域介護予防活動支援事業経費（介護予防リーダー育成事業等） 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 2,487,000 2,487,000 1,520,934

５年度 2,427,000 2,427,000 1,411,851

増減額 60,000 0 0 0 60,000 109,083

節の内訳 金　額

委託料 1,074,500

負担金補助及び交付金 446,434

計 1,520,934

財源内訳 金　額

国庫支出金 358,022

都支出金 191,937

地方債

その他 970,975

一般財源

1,520,934

科　目

科　目

科　目

〔事業概要〕
　介護予防に資する基本的な知識等の普及啓発を図るため、通所介護予防教室や認知
症予防教室等を実施した。

〔事業実績等〕
　高齢者支援課高齢者支援係　１６（２）ア、１７（１）のとおり（Ｐ２０７）

〔事業概要〕
　介護予防に向けた取組を実施する地域社会の構築を目的とし、高齢者が、健康で生
きがいをもって活動的に暮らし続けることができるよう支援する。
　市民の交流を通じて介護予防や健康づくりの推進を目的に、市内５０の地区で月１
回程度、地域の会館等を利用し、血圧測定、貯筋力測定、体操、レクリエーション、
健康のワンポイントアドバイスなどを行った。

〔事業実績等〕
　健康課健康づくり係　７のとおり（Ｐ２２１、２２２）

〔事業概要〕
　人と人とのつながりを通じて、住民運営の通いの場が継続して拡充していくような
地域づくりを推進し、要介護状態となることの予防を目的として、中高年齢層を対象
に介護予防リーダーの育成事業を実施するとともに、介護予防リーダー等の活動を支
援し、地域の中で介護予防の普及啓発や生きがいづくり、健康づくりの推進を図っ
た。
　また、地域において介護予防に資する自発的な活動が広く実施されるよう、介護支
援ポイント事業を実施した。

〔事業実績等〕
　高齢者支援課高齢者支援係　１８、１９、２３のとおり（Ｐ２０７、２０８）
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7

8

12

次年度精算額

計

12

一般財源

次年度精算額

計

19

次年度精算額

計

（介護保険特別会計） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 3 1 1 地域包括支援センター運営管理経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 89,300,000 89,300,000 88,750,980

５年度 89,525,000 89,525,000 89,094,519

増減額 △ 225,000 0 0 0 △ 225,000 △ 343,539

節の内訳 金　額

報償費 291,000

旅費 9,980

委託料 88,450,000

計 88,750,980

財源内訳 金　額

国庫支出金 35,799,078

都支出金 17,899,539

地方債

その他 35,052,363

一般財源

88,750,980

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 3 1 2 認知症初期集中支援チーム運営事業経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 15,570,000 15,570,000 15,118,000

５年度 15,570,000 15,570,000 15,146,000

増減額 0 0 0 0 0 △ 28,000

節の内訳 金　額

委託料 15,118,000

計 15,118,000

財源内訳 金　額

国庫支出金 6,098,079

都支出金 3,049,039

地方債

その他 5,970,882

15,118,000

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 3 2 3 家族介護継続支援事業経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 18,580,000 18,580,000 16,203,050

５年度 21,772,000 21,772,000 18,177,540

増減額 △ 3,192,000 0 0 0 △ 3,192,000 △ 1,974,490

節の内訳 金　額

扶助費 16,203,050

計 16,203,050

財源内訳 金　額

国庫支出金 6,535,750

都支出金 3,267,875

地方債

その他 6,399,425

一般財源

16,203,050

科　目

科　目

科　目

〔事業概要〕
　地域の高齢者の心身の健康維持、保健・福祉・医療の向上、生活の安定のために必
要な援助、支援を包括的に行う中核機関として、委託により地域包括支援センターを
設置し、介護予防ケアマネジメント事業、総合相談・支援事業、権利擁護事業、包括
的・継続的ケアマネジメント支援事業等を実施した。

〔事業実績等〕
　高齢者支援課高齢者支援係　１４のとおり（Ｐ２０５）

〔事業概要〕
　認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮らし続け
られるように、早期に認知症の人やその家族に支援体制を構築するための「認知症初
期集中支援チーム」を配置し、保健医療及び福祉に関する専門的知識を有する者によ
る認知症の症状の悪化の防止のための支援等を行った。

〔事業実績等〕
　高齢者支援課高齢者支援係　１５のとおり（Ｐ２０６）

〔事業概要〕
　介護による経済的負担等を軽減するための支援を行った。

〔事業実績等〕　
＜高齢者おむつ等給付事業＞
　高齢者支援課高齢者支援係　７のとおり（Ｐ２０３）
＜家族介護慰労金支給事業＞
　高齢者支援課高齢者支援係　２５（３）のとおり（Ｐ２０９）
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（介護保険特別会計） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 3 2 5 認知症高齢者見守り事業経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 996,000 996,000 843,269

５年度 1,779,000 1,779,000 788,365

増減額 △ 783,000 0 0 0 △ 783,000 54,904

節の内訳 金　額

報償費 13,000

需用費 321,310

委託料 508,959

計 843,269

財源内訳 金　額

国庫支出金 340,146

都支出金 170,073

地方債

その他 333,050

一般財源

843,269

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 3 2 6 成年後見制度利用支援事業経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 977,000 336,000 1,313,000 855,136

５年度 1,192,000 1,192,000 246,118

増減額 △ 215,000 336,000 0 0 121,000 609,018

節の内訳 金　額

需用費 3,400

役務費 9,220

負担金補助及び交付金 842,516

計 855,136

財源内訳 金　額

国庫支出金 344,932

都支出金 172,466

地方債

その他 337,738

一般財源

855,136

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 3 2 7 介護保険事業者指導検査事業経費 福祉総務課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 1,155,000 1,155,000 924,000

５年度 1,155,000 1,155,000 1,078,000

増減額 0 0 0 0 0 △ 154,000

節の内訳 金　額

委託料 924,000

計 924,000

財源内訳 金　額

国庫支出金 372,710

都支出金 186,355

地方債

その他 364,935

一般財源

924,000

科　目

科　目

科　目

〔事業概要〕
　認知症等の疾病を抱える高齢者が、地域で安心して在宅生活を送れるよう、認知症
サポーター養成講座等を実施し、認知症に関する啓発活動や地域で活躍できる人材を
育成した。また、認知症による徘徊の対応に苦慮している家族を支援するため、徘徊
を繰り返す高齢者に専用のＧＰＳ端末を持たせるなど徘徊が発生した際に現在位置を
検索できる位置情報検索サービスを実施し、その費用の一部を負担するとともに、外
出時の事故や徘徊などで保護された場合に家族や関係機関への連絡を速やかに行える
ように見守りキーホルダー等を配布した。さらに、認知機能の低下が見られる本人や
その家族が気軽に交流、情報交換等を行うために開催する認知症カフェの運営を支援
した。

〔事業実績等〕
　高齢者支援課高齢者支援係　２５（２）のとおり（Ｐ２０９）

〔事業概要〕
　高齢者の生活・権利を守るため、成年後見制度を利用するに当たり、申立人となる
親族がいない場合、申立てに要する経費の助成等を行った。また、被成年後見人等が
後見人等報酬を負担できない場合に、後見人等報酬を助成し、成年後見制度を安定的
に活用できるようにした。

〔事業実績等〕
　高齢者支援課高齢者支援係　２５（５）（６）のとおり（Ｐ２０９）

〔事業概要〕
　介護保険事業者の指導検査により、利用者に適切なサービスを提供できる環境の整
備を図り、介護サービスの質の確保及び介護給付費の適正化を図る。
〔事業実績等〕
　居宅介護支援事業者：２件、介護予防支援事業者：１件、
　訪問介護事業者：５件、通所介護事業者：１件
　短期入所生活介護事業者：１件、介護老人福祉施設：１件、
　福祉用具貸与事業者：１件、福祉用具販売事業者：１件、
　地域密着型通所介護事業者：３件
　介護保険事業者に対する指導検査の一部を指定市町村事務受託法人に委託し、実施
することにより、介護保険給付の妥当性を検証するとともに、適正なサービス提供に
向けての取組を行うことができた。
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（介護保険特別会計） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       　　　　　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 3 3 1 在宅医療・介護連携事業経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 3,387,000 △ 1,139,000 2,248,000 1,470,900

５年度 3,561,000 △ 2,697,000 864,000 864,000

増減額 △ 174,000 1,558,000 0 0 1,384,000 606,900

節の内訳 金　額

委託料 1,383,900

負担金補助及び交付金 87,000

計 1,470,900

財源内訳 金　額

国庫支出金 593,310

都支出金 296,655

地方債

その他 580,935

一般財源

1,470,900

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 3 4 4 生活支援体制整備事業経費 高齢者支援課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 7,065,000 7,065,000 6,711,431

５年度 6,946,000 6,946,000 6,484,244

増減額 119,000 0 0 0 119,000 227,187

節の内訳 金　額

報償費 188,500

旅費 4,836

役務費 1,095

委託料 6,517,000

計 6,711,431

財源内訳 金　額

国庫支出金 2,707,159

都支出金 1,353,580

地方債

その他 2,650,692

一般財源

6,711,431

科　目

科　目

〔事業概要〕
　７５歳以上の高齢者は、複数の疾病にかかりやすく、要介護の発生率が高いなど医
療と介護の両方を必要としていることから、医療と介護の更なる連携を図る必要があ
る。このため、医師会に在宅医療・介護連携事業を委託し、地域医療機関等の分布や
連携に有用な情報の把握、在宅医療連携の合意形成等の協議を実施した。

〔事業実績等〕
　高齢者支援課高齢者支援係　２４のとおり（Ｐ２０８）

〔事業概要〕
　高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活が送れるよう、生活支援サービスを担
う事業主体と連携しながら、日常生活上の多様な支援体制の充実・強化を図るため、
生活支援コーディネーターを配置するとともに、生活支援コーディネーターを支える
協議体を設置し、一体となって、地域の体制整備について検討した。

〔事業実績等〕
　高齢者支援課高齢者支援係　２２のとおり（Ｐ２０８）
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戸倉財産区特別会計予算の概要
（戸倉財産区特別会計）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　　　　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 1 1 1 林業総務経費 契約管財課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 140,000 140,000 60,000

５年度 140,000 140,000 60,000

増減額 0 0 0 0 0 0

節の内訳 金　額

報償費 60,000

計 60,000

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金

地方債

その他

一般財源 60,000

次年度精算額

60,000

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 1 2 1 林業振興経費 契約管財課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 2,346,000 2,346,000 1,313,498

５年度 2,345,000 2,345,000 1,312,881

増減額 1,000 0 0 0 1,000 617

節の内訳 金　額

報償費 1,200,000

役務費 113,498

計 1,313,498

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金

地方債

その他

一般財源 1,313,498

次年度精算額

1,313,498

科　目

科　目

〔事業概要〕
　戸倉財産区有山林２１１．５haのうち、８６．２haの分収林(乙種林)における林
地・立木の状況調査を行った。

〔事業実績等〕
　調査員６人により、林地・立木調査を行った。
　実施日：令和６年１１月７日

〔事業概要〕
　戸倉財産区が保有する山林２１１．５haの保育管理(大刈り、境界確認等)を行っ
た。

〔事業実績等〕
　契約管財課契約管財係　２（１１）アのとおり（Ｐ６９）
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テレビ共同受信事業特別会計予算の概要
（テレビ共同受信事業特別会計）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

1 1 2 1 維持管理経費 地域防災課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 16,238,000 16,238,000 14,475,262

５年度 16,011,000 16,011,000 14,421,640

増減額 227,000 0 0 0 227,000 53,622

節の内訳 金　額

需用費 1,417,440

委託料 7,904,160

使用料及び賃借料 5,153,662

計 14,475,262

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金

地方債

その他 14,475,262

一般財源

14,475,262

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

2 1 1 1 施設整備経費 地域防災課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 22,000,000 22,000,000 14,483,535

５年度 22,000,000 22,000,000 21,579,349

増減額 0 0 0 0 0 △ 7,095,814

節の内訳 金　額

工事請負費 14,483,535

計 14,483,535

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金

地方債

その他 14,483,535

一般財源

14,483,535

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

3 1 1 1 テレビ共同受信施設整備基金経費 地域防災課

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 353,000 353,000 245,440

５年度 528,000 528,000 517,220

増減額 △ 175,000 0 0 0 △ 175,000 △ 271,780

節の内訳 金　額

積立金 245,440

計 245,440

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金

地方債

その他 245,440

一般財源

245,440

科　目

科　目

科　目

〔事業概要〕
　施設の管理委託、自立柱・支線などの土地借上、東電・ＮＴＴ柱への共架料などテ
レビ共同受信施設の維持管理を行った。

〔事業実績等〕
　共同受信施設の維持管理委託（７，７８８，０００円）
　東京電力・ＮＴＴ柱共架（４，４１４，４１０円）
　自立柱・受信施設土地賃貸借（７３９，２５２円）

〔事業概要〕
　テレビ共同受信施設の改修及び補修工事を実施した。

〔事業実績等〕
　地域防災課地域安全係　９（１）のとおり（Ｐ８９）
　共同受信施設維持管理委託業者との単価契約により、新規加入や廃止に伴う住宅へ
の引込み線工事、電柱移設、施設の老朽化対策及び苦情対応などによる改修・補修な
ど、共同受信施設の工事を行った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〔事業概要〕
　テレビ共同受信施設加入者からの分担金(引込線１本当たり３５，０００円)及び供
架料返還金を基金に積み立てた。

〔事業実績等〕
　加入者分担金（７件　２４５，０００円）
　供架料返還金（４４０円）
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秋多都市計画事業武蔵引田駅北口土地区画整理事業特別会計予算の概要
（武蔵引田駅北口土地区画整理事業特別会計）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　（単位：円）

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

1 1 1 1 区画整理事務経費 区画整理推進室

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 15,414,000 306,000 15,720,000 11,619,483

５年度 10,577,000 260,000 10,837,000 10,064,375

増減額 4,837,000 46,000 0 0 4,883,000 1,555,108

節の内訳 金　額

報酬 2,226,002

職員手当等 389,130

325,379

151,993

1,138,461

724,876

委託料 633,380

使用料及び賃借料 6,025,262

公課費 5,000

計 11,619,483

財源内訳 金　額

国庫支出金

都支出金

地方債

その他 767,329

一般財源 10,852,154

次年度精算額

11,619,483

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

1 2 1 1 武蔵引田駅北口土地区画整理事業経費 区画整理推進室

区　分 当初予算額 補正予算額
継続費及び

繰越事業費繰越額
予備費支出及び

流用増減
計（予算現額） 支出済額

６年度 1,133,482,000 5,856,000 △ 32,805,000 1,106,533,000 1,050,748,790

５年度 1,100,264,000 △ 41,020,000 1,059,244,000 945,373,036

増減額 33,218,000 46,876,000 △ 32,805,000 0 47,289,000 105,375,754

節の内訳 金　額

委託料 113,525,390

工事請負費 678,337,168

負担金補助及び交付金 77,666,295

補償補填及び賠償金 181,219,937

計 1,050,748,790

財源内訳 金　額

国庫支出金 39,240,000

都支出金 39,170,000

地方債 752,600,000

その他 183,740,000

一般財源 35,998,790

次年度精算額

1,050,748,790

科　目

科　目

〔事業概要〕
　武蔵引田駅北口土地区画整理事業の施行に伴い、工事施工監理等の専門的知識や技
術を有する会計年度任用職員を配置するなどして、事業の円滑な推進を行った。

〔事業実績等〕
１　事業推進関係
　　専門的知識や技術を有する会計年度任用職員を配置し、工事施工監理業務　
　等を行った。また、武蔵引田駅北口土地区画整理事業地内の除草作業を実施し、
　場内環境の保全を図った。

〔事業概要〕
　武蔵引田駅北口地区において、土地区画整理事業の手法を用いた、住・商・工・農
がバランスよく配置された複合市街地の整備を進め、都市計画マスタープランに掲げ
る、良好な居住環境の創出や産業の活性化を目指す。
　令和６年度は、区画道路等整備工事及び電線共同溝整備工事等を実施した。

〔事業実績等〕
１　事業推進業務委託
　　区画整理推進室　１のとおり（Ｐ２７８）
　　工事施工管理、補償算定、測量等を行い、事業の推進を図った。
２　工事関係
　　宅地造成工事、道路造成工事、電線共同溝整備工事等を施工した。
　　区画整理推進室　３のとおり（Ｐ２７８～２８０）
３　補償関係
　　区画整理推進室　４のとおり（Ｐ２８０）
　　造成工事に伴い、物件移転等の補償を行った。
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